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3
月
30
日
、県
知
事
か
ら
、市
内
全
域
を
総
合
的
か
つ
一
体
的
に
整

備
、開
発
お
よ
び
保
全
し
、将
来
に
渡
っ
て
安
全
・
安
心
で
快
適
な
ま
ち

づ
く
り
を
行
う
た
め
、市
内
全
域
を「
都
市
計
画
区
域
」に
指
定
す
る
告

示
が
な
さ
れ
ま
し
た
。

　

こ
れ
ま
で
、市
内
に
は
、豊
岡
・
城
崎
・
日
高
・
出
石
の
4
つ
の
都
市
計

画
区
域
が
存
在
し
、都
市
計
画
区
域
外
の
地
域
も
あ
り
ま
し
た
。

　

今
後
は
、市
内
全
域
を
対
象
に
、都
市
計
画
に
つ
い
て
の
業
務
を
進

め
る
こ
と
に
な
り
ま
す
の
で
、理
解
と
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

《
問
合
せ
》都
市
整
備
課
☎
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－
1
7
1
2

　

都
市
計
画
区
域
の
指
定
に
よ

り
、
建
築
行
為
な
ど
で
新
た
な
手

続
き
が
必
要
と
な
る
場
合
が
あ
り

ま
す
。

　

こ
れ
は
、
不
適
格
な
開
発
な
ど

を
未
然
に
防
止
し
て
、
安
全
・
安

心
で
快
適
な
ま
ち
づ
く
り
に
支
障

を
き
た
さ
な
い
よ
う
に
す
る
た
め

に
必
要
な
も
の
で
す
。

　

都
市
計
画
区
域
に
指
定
さ
れ
た

こ
と
に
よ
り
、
開
発
行
為
・
建
築

行
為
に
必
要
と
な
る
手
続
き
は
表

1
の
と
お
り
で
す
。

　

そ
の
中
で
、最
も
市
民
の
皆
さ

ん
に
関
係
す
る

こ
と
は
、建
物

を
新
築
、増
改

築
す
る
場
合
に

「
建
築
確
認
申

請
」が
必
要
な

こ
と
で
す
。

都
市
計
画
区
域

　
　

指
定
に
よ
る

手
続
き
の
概
要

　

一
定
の
建
築
行
為
に
は
、
こ
の

手
続
き
が
必
要
に
な
り
ま
す
。
市

役
所
都
市
整
備
課
を
経
由
し
て
建

築
主
事（
兵
庫
県
但
馬
県
民
局
豊

岡
土
木
事
務
所
ま
ち
づ
く
り
建
築

第
1
課
）に
提
出
す
る
か
、
ま
た

は
民
間
の
指
定
確
認
検
査
機
関
に

提
出
し
、
確
認
を
受
け
ま
す
。

　

ま
た
、建
築
確
認
申
請
は
、建

築
物
が
集
団
と
し
て
、そ
の
機
能

を
果
た
す
よ
う
定
め
ら
れ
て
い
る

「
集
団
規
定
」が
あ
り
、敷
地
と
道

路
と
の
関
係
、建
ぺ
い
率
、容
積

率
、高
さ
な
ど
の
制
限
が
あ
り
ま

す
。

●
敷
地
と
道
路
と
の
関
係（
接
道

義
務
）

　

建
築
物
を
建
て
る
場
合
、
そ
の

建
築
物
の
敷
地
が
、
建
築
基
準
法

に
定
め
ら
れ
た「
道
路
」に
2
メ
ー

ト
ル
以
上
接
し
て
い
な
け
れ
ば
な

り
ま
せ
ん
。
こ
れ
を
、
接
道
義
務

と
い
い
ま
す
。

建
築
確
認
申
請

▲市役所本庁舎周辺の市街地

表１

内容（手続き） 適用条件 該当要件 根拠法

土地取引の届出 土地取引の面積 5,000㎡以上 国土利用計画法

開発許可申請 開発面積
3,000㎡以上 都市計画法

500㎡以上3,000㎡未満 市条例

建築確認申請 建築物・工作物 ・新築はすべて
・延べ床面積10㎡を超える増改築、移転など 建築基準法

3
月
30
日
か
ら

市
内
全
域
が「
都
市
計
画
区
域
」に
指
定
さ
れ
ま
し
た
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建
築
基
準
法
に
定
め
ら
れ
た
道

路
と
は
、
次
の
と
お
り
で
す
。

▽
道
路
幅
員
4
メ
ー
ト
ル
以
上
の

場
合

・
道
路
法
に
よ
る
道
路（
国
道
、

県
道
、
市
道
）

・
都
市
計
画
法
、
土
地
区
画
整
理

法
な
ど
に
よ
る
道
路

・
都
市
計
画
区
域
の
指
定
が
あ
っ

た
際
、
現
に
存
在
す
る
道
路

・
道
路
法
、
都
市
計
画
法
、
土
地

区
画
整
理
法
な
ど
に
よ
る
新
設

ま
た
は
変
更
の
事
業
計
画
の
あ

る
道
路
で
、
2
年
以
内
に
事
業

執
行
が
確
実
な
も
の
と
し
て
、

県
が
指
定
し
た
も
の

・
土
地
を
建
築
物
の
敷
地
と
し
て

利
用
す
る
た
め
、
一
定
の
基
準

に
適
合
す
る
道
で
、
こ
れ
を
築

造
す
る
方
が
県
か
ら
そ
の
位
置

の
指
定
を
受
け
た
も
の

▽
道
路
幅
員
4
メ
ー
ト
ル
未
満
の

場
合

・
都
市
計
画
区
域
の
指
定
が
あ
っ

た
際
、
現
に
建
築
物
が
建
ち
並

ん
で
い
る
幅
員
1
・
8
メ
ー
ト

ル
以
上
の
道
で
県
が
指
定
し
た

も
の（
こ
の
場
合
、
そ
の
道
路

の
中
心
線
か
ら
2
メ
ー
ト
ル
の

線
が
道
路
境
界
線
と
み
な
さ
れ

ま
す
）

●
建
ぺ
い
率
と
容
積
率

　

建
ぺ
い
率
と
容
積
率
は
、
建
築

物
の
建
て
詰
ま
り
を
防
止
し
、
安

全
で
快
適
な
住
環
境
を
確
保
す
る

た
め
に
建
築
基
準
法
に
定
め
ら
れ

て
い
る
規
定
で
す
。

　

建
ぺ
い
率
は
、
建
築
物
の
建
築

面
積（
外
壁
ま
た
は
こ
れ
に
代
わ

る
柱
の
中
心
線
で
囲
ま
れ
た
部
分

の
面
積
）の
敷
地
面
積
に
対
す
る

割
合
で
す
。

　

容
積
率
は
、
建
築
物
の
延
べ
面

積（
各
階
の
床
面
積
の
合
計
）の
敷

地
面
積
に
対
す
る
割
合
で
す
。

　
「
用
途
地
域（
※
）の
指
定
の
な

い
区
域
」の
建
ぺ
い
率
・
容
積
率

は
、表
2
の
と
お
り
で
す
。

※
用
途
地
域
…
機
能
的
な
都
市
活

動
と
良
好
な
都
市
環
境
の
保
護

を
目
的
に
、住
居
や
商
業
・
工
業

な
ど
の
都
市
の
諸
機
能
を
適
切

に
す
る
た
め
の
、土
地
利
用
上

の
区
分
で
す
。

●
高
さ（
道
路
斜

線
・
隣
地
斜
線
・

日
影
制
限
）

　
「
用
途
地
域
の
指

定
の
な
い
区
域
」の

道
路
斜
線
・
隣
地
斜

表２

建ぺい率
但馬海岸地域風景形成地域 70%
歴史的景観形成地区内 70%
上記以外 60%

容積率 200%

表３
道路斜線 1.5こう配
隣地斜線 20m+1.25こう配
日影制限 高さ10ｍを超える建築物に適用

建築基準法（集団規定）の概要

接道規定

敷地
2m以上 2m以上

道路幅（原則4ｍ以上） 道路幅（原則4ｍ以上）

敷地

接する道路が 4m未満の場合

この範囲は建築できません

2ｍ 2ｍ

1.8ｍ～4ｍ

道路幅1.8～4ｍ
道路中心線

みなし道路
境界線

この範囲は
敷地から
除外され
建築できません

2ｍ
2ｍ

敷地

み
な
し
道
路
境
界
線

み
な
し
道
路
境
界
線

道
路
中
心
線

｛ ｛

｛

道路中心線より2m振り分ける

新築建物

既存
建物

建ぺい率

容積率

建ぺい率＝　　　　　　×100
建築面積 S1
敷地面積 A

容積率＝　　　　　　　　 ×100
延べ床面積S1＋S2
敷地面積 A

2階床面積

1階床面積

敷地面積

S1

S2

A

高さ（道路斜線）
この部分が建築できません

道路

1.5

1

線
・
日
影
制
限
は
、表
3
の
と
お
り

で
す
。


